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第１章  総則 

 

第１節  一般事項 

 

1.1.1    （略）  

 

1.1.2  法令等の遵守 

(1)  受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るととも

に、諸法令の適用運用は受注者の責任において行わなければならない。なお、主

な法令は以下に示すとおりである。 

建設業法・道路法・河川法・港湾法・消防法・水道法・電気事業法・電気工

事士法・文化財保護法・道路交通法・騒音規制法・振動規制法・労働基準法・

労働安全衛生法・労働安全衛生規則・職業安定法・労働者災害補償保険法・

中小企業退職金共済法・水質汚濁防止法・廃棄物の処理及び清掃に関する法

律・火薬類取締法・毒物及び劇物取締法・酸素欠乏症等防止規則・資源の有

効な利用の促進に関する法律・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法

律・建設工事公衆災害防止対策要綱・環境基本法・大気汚染防止法・下請代

金支払遅延等防止法・建設労働者の雇用の改善等に関する法律・土砂等を運

搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法・特定特殊自

動車排出ガスの規制等に関する法律・道路運送法・道路運送車両法・雇用保

険法・健康保険法・最低賃金法・地すべり等防止法・宅地造成及び特定盛土

等規制法・湖沼水質保全特別措置法・公共工事の入札及び契約の適正化の促

進に関する法律・労働保険の保険料の徴収等に関する法律・警備業法・行政

機関の保有する個人情報の保護に関する法律等 

 

1.1.3～1.1.12 （略） 

 

第２節 安全管理 

 

1.2.1～1.2.7 （略） 

 

1.2.7  工作物の解体作業等における石綿(アスベスト)の注意事項 

(1)  既設の建築物、工作物等を解体し、改造し、または補修する作業を伴う建設工

事を行う場合は、「大気汚染防止法 」に従い、必要な知識を有する者（建築物石

第１章  総則 

 

第１節  一般事項 

 

1.1.1    （略）   

 

1.1.2 法令等の遵守 

(1)  受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るととも

に、諸法令の適用運用は受注者の責任において行わなければならない。なお、主

な法令は以下に示すとおりである。 

建設業法・道路法・河川法・港湾法・消防法・水道法・電気事業法・電気工

事士法・文化財保護法・道路交通法・騒音規制法・振動規制法・労働基準法・

労働安全衛生法・労働安全衛生規則・職業安定法・労働者災害補償保険法・

中小企業退職金共済法・水質汚濁防止法・廃棄物の処理及び清掃に関する法

律・火薬類取締法・毒物及び劇物取締法・酸素欠乏症等防止規則・資源の有

効な利用の促進に関する法律・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法

律・建設工事公衆災害防止対策要綱・環境基本法・大気汚染防止法・下請代

金支払遅延等防止法・建設労働者の雇用の改善等に関する法律・土砂等を運

搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法・特定特殊自

動車排出ガスの規制等に関する法律・道路運送法・道路運送車両法・雇用保

険法・健康保険法・最低賃金法・地すべり等防止法            

    ・湖沼水質保全特別措置法・公共工事の入札及び契約の適正化の促

進に関する法律・労働保険の保険料の徴収等に関する法律・警備業法・行政

機関の保有する個人情報の保護に関する法律等 

 

1.1.3～1.1.12 （略） 

 

第２節 安全管理 

 

1.2.1～1.2.7 （略） 

 

1.2.7  工作物の解体作業等における石綿(アスベスト)の注意事項 

(1)  既設の建築物、工作物等の解体 、破砕等          を      

  行う場合は、「石綿障害予防規則」に従い、事前に石綿等（石綿障害予防規則
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綿含有建材調査者等）による事前調査を実施し、その結果を作業開始前（届出対

象特定工事の場合は工事開始の 14 日前まで）に書面で元請業者から発注者に説

明しなければならない。 

 

(2)  一定規模以上の工事（建築物の解体で床面積の合計が 80 ㎡以上、建築物の改

造・補修、工作物の解体・改造・補修で請負金額の合計が100万円以上）を行う

場合は、石綿の使用の有無に関わらず、事前調査の結果を元請業者が市および労

働基準監督署に報告しなければならない。 

 

(3)  (1)及び(2)の事前調査に関する記録の写しは、解体等工事の現場に備え置かな

ければならない。また、その記録は解体等工事の終了後3年間保存しなければな

らない。                                 

                          

 

(4)  石綿等が使用されている建築物、 工作物等の解体、改造、または補修で   

石綿等の除去、封じ込め等  を行う場合は、「石綿障害予防規則」、「大気汚染防

止法」等に従い、作業員、事業所職員、第三者等の健康に危害を与えることのな

いように作業基準を遵守し適切に施工しなければならない。また、石綿の除去作

業完了後は取り残し等の確認を行い、発注者に対しその結果を書面で遅滞なく報

告するとともに、作業に関する記録を作成し工事終了後3年間保存しなければな

らない。 

 

(5)  既設の建築物、工作物等の解体、改造、または補修等を行う場合      

            「事前調査の結果                 

                」及び「特定粉じん排出作業        

                    」が記載された掲示板（A3サイズ42 

.cm×29.7cm）を工事関係者及び公衆の見やすい場所に掲示          

         しなければならない。 

 

1.2.8  石綿セメント管(アスベスト)撤去等に伴う注意事項 

石綿セメント管の撤去に当たっては、「石綿障害予防規則」及び「廃棄物の処理

及び清掃に関する法律」等    に基づくとともに、「水道用石綿セメント管の

撤去作業等における石綿対策の手引き」を活用し適切に施工しなければならな

い。 

第2条に掲げるものをいう。以下同じ。）の使用の有無を目視、資料等により確認

し、その結果を記録しなければならない。                  

            

 

(2)  施工に先立って、工事現場の周囲に吹き付けられた石綿等及び石綿等を使用し

た保温材、耐火被覆材等で飛散性のある物の使用の有無を目視等により確認しな

ければならない。                             

                      

 

(3)  (1)及び(2)の確認の結果         、石綿等又はその疑いのあるもの

を発見した場合は、直ちに監督員に報告し、対応を協議しなければならない。ま

た、施工中に発見した場合についても同様とする。ただし、設計図書で処理方法

を明示しているものについては、この限りでない。 

 

(4)  石綿等が使用されている建築物又は工作物 の解体、破砕等の作業をし、又は

石綿等の除去その他の作業処理を行う場合は、「石綿障害予防規則」、「大気汚染防

止法」等に従い、作業員、事業所職員、第三者等の健康に危害を与えることのな

いように        適切に施工しなければならない。          

                                       

                                       

       

 

(5)  既設の建築物、工作物等の解体、破砕      等を行う場合で監督員の指

示があったものについては「建築物等の解体等の作業に当たっての石綿ばく露防

止対策等の実施内容の掲示について」及び「大気環境中へ石綿(アスベスト)飛散 

防止対策の徹底と実施内容の掲示について」に基づいた 掲示板        

      を工事関係者及び公衆の見やすい場所に掲示するとともに、その写

しを監督員に提出しなければならない。 

 

1.2.8  石綿セメント管(アスベスト)撤去等に伴う注意事項 

石綿セメント管の撤去に当たっては、「石綿障害予防規則」及び 廃棄物 処理  

           等関係法令に基づくとともに、「水道用石綿セメント管の

撤去作業等における石綿対策の手引き」を活用し適切に施工しなければならな

い。 
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第３節 ～ 第４節 （略） 

 

 

第２章 （略） 

 

 

第３章  管布設工事 

 

第１節  施工一般 

 

3.1.10 配管技士 

(2)  

対 象 工 事 必 要 資 格 

一般配管工事 

（ＤＩＰ（Ｋ・Ａ形）、ＰＰ等の一般継手） 

公益社団法人 日本水道協会 

 配水管技能登録者（一般継手） 

耐震管工事（φ450mm以下） 

（ＤＩＰ（ＧＸ・ＮＳ形）等の耐震継手） 

公益社団法人 日本水道協会 

 配水管技能登録者（耐震継手） 

大口径管工事（φ500mm以上の耐震継手等） 

（ＤＩＰ（ＧＸ・ＮＳ・Ｓ・ＫＦ形）等） 

公益社団法人 日本水道協会 

 配水管技能登録者（大口径） 

 

 

3.1.11～3.1.12 （略） 

 

3.1.13 既設管との連絡 

(1)～(7) （略）  

(8)  既設給水管が2箇所から分岐されている場合もあり、給水切替後に廃止管と新

設管がもう一方の給水管を介して連絡してしまうことがあるため、最後の配水管

の切替時に、廃止管の仕切弁を開閉操作する等により廃止管に通水されていない

ことを確認すること。 

 

 

 

 

第３節 ～ 第４節 （略） 

 

 

第２章 （略） 

 

 

第３章  管布設工事 

 

第１節  施工一般 

 

3.1.10 配管技士 

(2)  

対 象 工 事 必 要 資 格 

一般配管工事 

（ＤＩＰ（Ｋ・Ａ形）、ＰＰ等の一般継手） 

公益社団法人 日本水道協会 

 配水管技能登録者（一般継手） 

耐震管工事（φ450mm以下） 

（ＤＩＰ（ＧＸ・ＮＳ形）等の耐震継手） 

公益社団法人 日本水道協会 

 配水管技能登録者（耐震継手） 

大口径管工事（φ500mm以上の耐震継手等） 

（ＤＩＰ（   ＮＳ・Ｓ・ＫＦ形）等） 

公益社団法人 日本水道協会 

 配水管技能登録者（大口径） 

 

 

3.1.11～3.1.12 （略） 

 

3.1.13 既設管との連絡 

(1)～(7) （略）  

（新設） 
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(9)  凍結工法を用いる場合は、次の事項を遵守しなければならない。 

ア～オ （略）  

カ 加熱溶解後は解氷確認を行い、凍結箇所付近のトルク管理を再度行うこと。 

(10) ～(12) （略） 

 

3.1.14～3.1.21 （略） 

 

3.1.22 スリーブ被覆工 

(1)  （略） 

 (2)  ポリエチレン管の場合 

ポリエチレン管の被覆にはポリエチレン管用浸透防止スリーブ(以下「浸透防

止スリーブ」という。)を使用し、保管及び施工に当たっては次の事項に留意しな

ければならない。 

ア 運搬は、折りたたんでダンボール箱等に入れ、損傷しないように注意して行う

こと。 

イ 保管は、風雨、火気、直射日光を避け、品質に悪影響を与えない場所に保管す

ること。 

ウ ポリエチレン管に浸透防止スリーブを施す場合は、スリーブ用浸透防護テープ

を用いて1m間隔で胴巻を施し固定すること。 

エ 管軸方向の浸透防止スリーブのつなぎ部分は、浸透防止スリーブの片側の端部

を浸透防護テープを用いてポリエチレン管に密着させた後、もう片方の浸透防止

スリーブを重ね、その端部を先に施工した浸透防止スリーブにスリーブ用浸透防

護テープを用いて確実に密着させること。 

オ 既設管、仕切弁、分岐部等は、浸透防止スリーブを切り開いて、シート状にし

て施工すること。 

カ 橋台・管防護部等のコンクリート構造物に管を貫通させる場合は、浸透防止ス

リーブを10cm程度コンクリート構造物に差し込み、管の露出部を作らないこと。 

 

3.1.23～3.1.24 （略） 

 

3.1.25 水圧検査 

(1)  新設管は給水を開始する前に水圧検査を行わなければならない。初期加圧後、

水圧が安定したら監督員の施工検査を受けた後に検査員の立会いにより行う。検

査水圧は原則0.7MPa とし、30分間保持することをもって合格とする。また、割

(8)  凍結工法を用いる場合は、次の事項を遵守しなければならない。 

ア～オ （略）  

（新設） 

(9)～(11) （略） 

 

3.1.14～3.1.21 （略） 

 

3.1.22 スリーブ被覆工 

(1)  （略） 

(2)  ポリエチレン管の場合 

ポリエチレン管の被覆にはポリエチレン管用浸透防止スリーブ(以下「浸透防

止スリーブ」という。)を使用し、保管及び施工に当たっては次の事項に留意しな

ければならない。 

ア 運搬は、折りたたんでダンボール箱等に入れ、損傷しないように注意して行う

こと。 

イ 保管は、風雨、火気、直射日光を避け、品質に悪影響を与えない場所に保管す

ること。 

ウ ポリエチレン管に浸透防止スリーブを施す場合は、     浸透防護テープ

を用いて1m間隔で胴巻を施し固定すること。 

エ 管軸方向の浸透防止スリーブのつなぎ部分は、浸透防止スリーブの片側の端部

を浸透防護テープを用いてポリエチレン管に密着させた後、もう片方の浸透防止

スリーブを重ね、その端部を先に施工した浸透防止スリーブに     浸透防

護テープを用いて確実に密着させること。 

オ 既設管、仕切弁、分岐部等は、浸透防止スリーブを切り開いて、シート状にし

て施工すること。 

カ 橋台・管防護部等のコンクリート構造物に管を貫通させる場合は、浸透防止ス

リーブを10cm程度コンクリート構造物に差し込み、管の露出部を作らないこと。 

 

3.1.23～3.1.24 （略） 

 

3.1.25 水圧検査 

(1)  新設管は給水を開始する前に水圧検査を行わなければならない。初期加圧後、

水圧が安定したら監督員の施工検査を受けた後に検査員の立会いにより行う。検

査水圧は原則0.7Mpa とし、30分間保持することをもって合格とする。また、割
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Ｔ字管については、監督員の立会いにより0.7MPaに加圧し、5分間保持すること

をもって合格とする。なお、高低差がある場合等、特別な箇所については監督員

の指示により検査水圧を変更又は水圧検査を省略する場合がある。 

(2)～(8) （略） 

 

3.1.26 （略） 

 

3.1.27 給水管連絡工 

(1)  （略） 

(2)  分岐位置は、他の給水装置や配水管の受口から 30 ㎝以上離し、給水接続箇所

からなるべく離さないよう水平距離で50㎝以内にし、50cm を超える場合は監督

員に連絡し指示を受けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)～(5) （略）  

 

(6)  配水管のポリエチレンスリーブ又は浸透防止スリーブを切断した場合には、分 

 水栓用防食フィルムと重ね合うように被覆し、スリーブ用浸透防護テープで確

実に密着させること。 

 

(7)  （略）  

 

 

 

 

 

 

Ｔ字管については、監督員の立会いにより0.7Mpaに加圧し、5分間保持すること

をもって合格とする。なお、         特別な箇所については、監督員

の指示により検査水圧を変更又は    省略する場合がある。 

(2)～(8) （略） 

 

3.1.26 （略） 

 

3.1.27 給水管連絡工 

(1)  （略） 

(2)  分岐位置は、他の給水装置や配水管の受口から 30 ㎝以上離し、給水接続箇所

からなるべく離さないよう水平距離で50㎝以内にし、50cm を超える場合は監督

員に連絡し指示を受けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(3)～(5) （略）  

 

(6)  配水管のポリエチレンスリーブ又は浸透防止スリーブを切断した場合には、分

止水栓用防食フィルムと重ね合うように被覆し直し           確

実に密着させること。 

 

(7)  （略）  
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3.1.28 給水管取替工 

(1)  取替工の対象とする管種は、PP（１種二層管）およびダクタイル鋳鉄管以外の

ものとし、使用する管種は給水管口径がφ50以下はPP（１種二層管）、φ75以上

はダクタイル鋳鉄管で取替すること。 

(2)  取替工の対象となる住民に対しチラシを配布し、工事内容を説明して承諾を得

たのち宅地掘削承諾書への記入を依頼すること。また、借家等の場合は、所有者

から承諾を得ること。 

(3)  承諾を得た場合は、配水管の分岐から宅地内１メートル程度までを施工範囲と

し、既存の止水栓の有無に関わらず新たに止水栓を設けて接続すること。また、

承諾を得られなかった場合は、民地との境界付近の道路内で接続すること。 

(4)  宅地内掘削に伴い、アスファルト舗装やコンクリートがある場合は原形復旧

し、復旧前後の写真を撮影しなければならない。 

(5)  融雪装置やタイル等がある場合は、道路内までの取替とすること。 

(6)  樹木等により第一止水栓までの取替に支障がある場合は、速やかに監督員と協

議しなければならない。 

(7)  斜め横断せずに最短距離で接続し、横断時の土被りは原則 80cm 以上確保しな

ければならない。 

 

3.1.29 銘板   ・埋設標示柱の設置 

(1)   銘板は、水管橋、配水池、その他監督員が指示する箇所に設置しなければなら

ない。また、埋設標示柱は、鉄道横断部、その他監督員が指示する箇所に    

         設置しなければならない。                

                                     

    

(2)  詳細については、次図を参考 とし、設置位置とその仕様については事前に監

督員と協議すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.28 埋設標示板・埋設標示柱の設置 

(1)   埋設標示板                              

埋設標示板・埋設標示柱は、目的名称、管種、口径、埋設深度、埋設位置の寸法、

当部名等を明示し、設置しなければならない。設置箇所は、排水口位置、伏越し

部、管末、仕切弁（オフセットがとれない箇所）、その他監督員が指示する箇所と

する。 

(2)  詳細については、次図のとおりとする                   

           。 
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（新設） 
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（削除） 
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第２節 （略） 

 

第３節 仕切弁等付属設備設置 

 

3.3.1  （略） 

 

3.3.2  仕切弁設置工 

(1)～(3) （略） 

(4)  仕切弁設置に伴い、弁筐蓋の裏に仕切弁の回転数（ヤノストッパーの場合は操

作して止水できた回転数）、口径、さらに、消火栓用仕切弁には○H 、排水用仕切弁

には○D の刻印を表示した銘板を取り付けなければならない。また、バタフライ弁

を設置した場合は、完成図面の工事数量表備考欄に製作メーカー、バタフライ弁

の回転数を記載すること。 

(5)～(6) （略） 

 

3.3.3～3.3.5 （略） 

 

 

第４章 （略） 

 

 

第５章  工事図面作成方法 

 

5.1～5.4 （略） 

 

5.5  表示方法 

(1)～(2) （略） 

(3)  単位 

  ア （略） 

イ 道路復旧図・横断面図の単位はミリメートルとする。道路復旧図       

           、横断面図は、十の位（一の位四捨五入）で端数処理す

ること。 

ウ～エ （略） 

 

第２節 （略） 

 

第３節 仕切弁等付属設備設置 

 

3.3.1  （略） 

 

3.3.2  仕切弁設置工 

(1)～(3) （略） 

(4)  仕切弁設置に伴い、弁筐蓋の裏に仕切弁の回転数              

            、口径、さらに、消火栓用仕切弁には○H 、排水用仕切弁

には○D の刻印を表示した銘板を取り付けなければならない。また、バタフライ弁

を設置した場合は、完成図面の工事数量表備考欄に製作メーカー、バタフライ弁

の回転数を記載すること。 

(5)～(6) （略） 

 

3.3.3～3.3.5 （略） 

 

 

第４章 （略） 

 

 

第５章  工事図面作成方法 

 

5.1～5.4 （略） 

 

5.5  表示方法 

(1)～(2) （略） 

(3)  単位 

  ア （略） 

イ 道路復旧図・横断面図の単位はミリメートルとする。道路復旧図は、一の位（小

数点以下第1位四捨五入）、横断面図は、十の位（一の位四捨五入）で端数処理す

ること。 

ウ～エ （略） 
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(4)  （略） 

 

5.6  図面の構成 

（略） 

(1)  （略） 

(2)  平面図 

ア～イ （略） 

ウ 道路には、国道、県道   等の区別又は路線名を表し、既設管の管種、口

径、布設年度を記入すること。 

エ （略） 

(3)～(12) （略） 

 

5.7  区間距離及び延長 

(1)  区間距離は路面実測延長とし、次の箇所を分界点として記入すること。 

ア 分岐箇所（十字管、Ｔ字管等） 

イ 仕切弁、空気弁、消火栓設置箇所 

ウ 口径が変化した箇所 

エ 曲管使用箇所（5   °、11 °を除く） 

  （削除） 

オ その他監督員が指示した箇所 

なお、区間距離が複雑な場合は、完成図作成例（別図5-1～3参照）で表示する

ように作成すること。 

(2)  （略） 

 

5.8 縮尺 

(1)  縮尺は、次の基準によることを原則とする。 

ア （略） 

イ 平 面 図              原則として1:500 

ウ～キ （略） 

(2)～(3) （略） 

 

5.9 （略） 

 

 

(4)  （略） 

 

5.6  図面の構成 

（略） 

(1)  （略） 

(2)  平面図 

ア～イ （略） 

ウ 道路には、国道、県道、市道等の区別又は路線名を表し、既設管の管種、口

径、布設年度を記入すること。 

エ （略） 

(3)～(12) （略） 

 

5.7  区間距離及び延長 

(1)  区間距離は路面実測延長とし、次の箇所を分界点として記入すること。 

ア 分岐箇所（十字管、Ｔ字管等） 

イ 仕切弁、空気弁、消火栓設置箇所 

ウ 口径が変化した箇所 

エ 曲管使用箇所（5   °、11  °を除く） 

オ 廃止管にエアモルタルを充填した区間 

カ その他監督員が指示した箇所 

なお、区間距離が複雑な場合は、完成図作成例（別図5-1～3参照）で表示する

ように作成すること。 

(2)  （略） 

 

5.8 縮尺 

(1)  縮尺は、次の基準によることを原則とする。 

ア （略） 

イ 平 面 図                    1:500 

ウ～キ （略） 

(2)～(3) （略） 

 

5.9 （略） 

 

 

8 

5 1 

4 

5 

8 

1 

4 
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第６章  工事写真撮影方法 

 

6.1 （略） 

 

6.2  撮影方法 

(1) （略） 

表6-1 

工  種 名  称 撮影箇所及び内容 頻 度 

着工前 

完 成 

 比較となるよう、同一視点から着工前

と完成の全景を入れ起点側から全路線

を撮影し、終点側からも一枚撮影する。 

【着工前】 

試掘調査前に№点にポールを立てずに

撮影する。 

【完成】 

№点にポールを立て埋設位置を示し撮

影する。 

№毎 

材料検査 配管材料   

路盤用砂  

砕石 

配管材料保管

状況 

 

掘削工 舗装版切断状

況 

  

舗装版破砕状

況 

 

舗装版積込状

況 

 

掘削工 バックホウ掘

削状況 

  

掘削残土積込

状況 

 

人力床堀状況  

 

 

第６章  工事写真撮影方法 

 

6.1 （略） 

 

6.2  撮影方法 

(1) （略） 

表6-1 

工  種 名  称 撮影箇所及び内容 頻 度 

着工前 

完 成 

 比較となるよう、同一視点から着工前

と完成の全景を入れ     全路線

を撮影            する。 

【着工前】 

試掘調査前に№点にポールを立てずに

撮影する。 

【完成】 

№点にポールを立て埋設位置を示し撮

影する。 

№毎 

材料検査 配管材料   

路盤用砂  

砕石 

配管材料保管

状況 

 

掘削工 舗装版切断状

況 

  

舗装版破砕状

況 

 

舗装版積込状

況 

 

掘削工 バックホウ掘

削状況 

  

掘削残土積込

状況 

 

人力床堀状況  
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木製、軽量鋼

矢板土留工設

置状況 

 

出来形管理   

布設工 

（切替含

む） 

 

挿絵（管割図）   

配管状況  

 

PP 管の場合は、黒板に切管寸法を記入

し、布設箇所全てで配管状況を撮影す

る。 

 

全路線 

  

１箇所毎 既設管との接合の際は挿口又は受口の

清掃、補修等の状況を撮影する  。 

管明示テープ

貼付状況 

  

ポリエチレン

スリーブ被覆

状況 

 

鋳鉄管吊込み

据付工 

PP、VP、鋼管据

付工 

 

 

GX、NS 継手工

接合状況 
 

継手工締付状

況 

 
 

継手工締付状

況 

  

鋳鉄管切断・

溝切加工状況 

  

切管補修状況   

GX、NS 継手挿

口加工状況 

 

木製、軽量鋼

矢板土留工設

置状況 

 

出来形管理   

布設工 

（切替含

む） 

 

挿絵（管割図）   

配管状況  

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

  

１箇所毎 既設管との接合の際は挿口又は受口の

清掃、補修等の状況を撮影すること。 

管明示テープ

貼付状況 

  

ポリエチレン

スリーブ被覆

状況 

 

鋳鉄管吊込み

据付工 

PP、VP、鋼管据

付工 

  

GX、NS継手工

接合状況 

 

継手工締付状

況 

 
 

継手工締付状

況 

  

鋳鉄管切断・

溝切加工状況 

  

切管補修状況   

GX、NS継手挿

口加工状況 
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切管寸法測定  

ライナ挿入状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

布設工 

（切替含

む） 

 

仕切弁設置工   

ヤノストッパ

ー設置工 

 

不断水連絡工  

消火栓設置工  

仕切弁筐設置

工 

  

バタフライ弁

設置工 

  

インサートバ

ルブ設置工 

 

空気弁設置工  

弁桝設置工  

エアバック式

止水工 

  

管凍結工  

撤去工  

水替工   

土被り測定   

オフセット測

定 

  

管洗浄工 挿絵（略図）  監督員の

指示によ

る 

管洗浄工 黒板に管洗浄範囲（管種、口径、延長）

を記載し、ポリピック挿入、ポリピック

吐出(監督員立会)を撮影する。 

水圧検査 

（検査員

立会） 

 

水圧検査   

切管寸法測定  

ライナ挿入状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

布設工 

（切替含

む） 

 

仕切弁設置工   

ヤノストッパ

ー設置工 

  

 

不断水連絡工  

消火栓設置工  

仕切弁筐設置

工 

 

バタフライ弁

設置工 

  

インサートバ

ルブ設置工 

  

空気弁設置工   

弁桝設置工  

エアバック式

止水工 

  

管凍結工  

撤去工  

水替工   

土被り測定   

オフセット測

定 

  

管洗浄工 挿絵（略図）  監督員の

指示によ

る 

管洗浄工 黒板に管洗浄範囲測点        

を記載し、ポリピック挿入、ポリピック

吐出(監督員立会)を撮影する。 

水圧検査 

（検査員

立会） 

 

水圧検査   
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水質検査 

残留塩素濃度

確認 

色、濁りの確

認 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

給水管連

絡工 

(給水管取

替工) 

給水管連絡状

況 

(給水管取替

状況) 

  

サドル穿孔状

況 

 

 

 

密着コア挿入

状況 

 

継手工締付状

況 

 

防食フィルム

被覆状況 

分水栓用防食フィルム被覆完了を撮影

する。 

※土被り測定と同写真でも可とする。 

 

 

 

 

 

 

 

１箇所毎 

土被り測定 給水管を道路上で1.0m以上布設する場

合は、既設給水管との接続箇所の直近

まで道路上の基準の土被りを確保して

いることが確認できる位置で給水管の

土被りを撮影する。それ以外は既設給

水管との接合箇所の土被りを撮影す

る。 

※給水管を道路上で1.0m以上布設する

場合の、既設給水管との接合箇所につ

いては、測定のみとし完成図面に土被

りの測定値を記入する。 

民地復旧状況  

 

埋戻工 

砂埋戻締固め   

管理№毎 出来形管理  

埋設標識シー

ト布設完了 

 

 

水質検査 

残留塩素濃度

確認 

色、濁りの確

認 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

給水管連

絡工 

(給水管取

替工) 

給水管連絡状

況 

(給水管取替

状況) 

 

 

サドル穿孔状

況 

 

 

 

密着コア挿入

状況 

 

継手工締付状

況 

 

防食フィルム

設置状況 

分水栓用防食フィルム設置完了を撮影

する。 

※土被り測定と同写真でも可とする。 

 

 

 

 

 

 

 

１箇所毎 

土被り測定 給水管を    1.0m 以上布設する場

合は、既設給水管との接続箇所の直近

まで道路上の基準の土被りを確保して

いることが確認できる位置で給水管の

土被りを撮影する。それ以外は既設給

水管との接合箇所の土被りを撮影す

る。 

※給水管を    1.0m 以上布設する

場合の、既設給水管との接合箇所につ

いては、測定のみとし完成図面に土被

りの測定値を記入する。 

民地復旧状況  

 

埋戻工 

砂埋戻締固め   

管理№毎 出来形管理  

埋設標識シー

ト布設完了 
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路盤工 

下層路盤工   

 

 

管理№毎 

下層路盤工 

出来形管理 

 

上層路盤工  

上層路盤工 

出来形管理 

 

仮復旧工  

路盤検査 

（検査員

立会） 

 

路盤検査  監督員の

指示によ

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

舗装工 

影響幅切断状

況 

  

舗装版破砕状

況 
 

 

舗装版積込状

況 
 

 

不陸整正、転

圧状況 
 

 

不陸整正、転

圧完了 
 

 

舗装幅測定   

舗装厚測定  

既設舗装版洗

浄状況 
 

サイドタック

コート塗布完

了 

 

 

As敷均し状況  

As転圧状況  

As転圧完了  

区画線工  

 

 

 

路盤工 

下層路盤工   

 

 

管理№毎 

下層路盤工 

出来形管理 

 

上層路盤工  

上層路盤工 

出来形管理 

 

仮復旧工  

路盤検査 

（検査員

立会） 

 

路盤検査  監督員の

指示によ

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

舗装工 

影響幅切断状

況 

  

舗装版破砕状

況 

  

舗装版積込状

況 

  

不陸整正、転

圧状況 

  

不陸整正、転

圧完了 

  

舗装幅測定  

舗装厚測定  

既設舗装版洗

浄状況 

 

サイドタック

コート塗布完

了 

 

 

As敷均し状況  

As転圧状況  

As転圧完了  

区画線工  
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舗装工 

（品質管

理） 

 

 

散布量検収マ

ット測定 

 

乳剤散布状況  

散布量測定  

現場到着温度

測定 

As 合材の現場到着温度を位置がわかる

ように背景をいれて撮影する。 

現場到着温度測定表を写真の手前につ

けて整理する。 

 

全台数 

 

敷均し温度測

定 

  

 

 

 

 

 

切削オー

バーレイ

工 

路面切削機運

搬状況 

  

 

 

 

 

 

監督員の

指示によ

る 

 

路面切削状況  

路面洗浄状況  

舗装幅測定  

舗装厚測定  

サイドタック

コート塗布完

了 

 

成形目地工 目地材の設置状況と設置完了を位置が

わかるように背景もいれて撮影する。 

As敷均し状況  

As転圧状況  

As転圧完了  

切削オー

バーレイ

工 

（品質管

理） 

 

散布量検収マ

ット測定 

  

乳剤散布状況  

散布量測定 

 

 

現場到着温度

測定 

 

敷均し温度測

定 

 

 

 

 

舗装工 

（品質管

理） 

 

散布量検収マ

ット測定 

 

乳剤散布状況  

散布量測定   

現場到着温度

測定 

As 合材の現場到着温度を位置がわかる

ように背景をいれて撮影する。 

現場到着温度測定表を写真の手前につ

けて整理する。 

 

管理№毎   

 

敷均し温度測

定 

  

 

 

 

 

 

切削オー

バーレイ

工 

路面切削機運

搬状況 

  

 

 

 

 

 

監督員の

指示によ

る 

 

路面切削状況  

路面洗浄状況  

舗装幅測定  

舗装厚測定  

サイドタック

コート塗布状

況 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

As敷均し状況  

As転圧状況  

As転圧完了  

切削オー

バーレイ

工 

（品質管

理） 

 

散布量検収マ

ット測定 

  

乳剤散布状況  

散布量測定 

 

 

現場到着温度

測定 

 

敷均し温度測

定 
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舗装工 

（完了

後） 

 

 

コア抜取状況   

コア厚測定  

コア穴乾燥状況  

コア穴乳剤塗布

状況 

 

コア穴締固め状

況 

 

エアモル

タル充填

工 

 

エアモルタル

材料検査 

  

エアモルタル

充填配管状況 

  

エアモルタル

注入状況 

 

エアモルタル

充填完了状況 

 

エアモルタル

充填配管撤去

状況 

 

エアモル

タル充填

工 

（品質管

理） 

湿潤密度測定   

空気量測定   

フロー値測定   

一軸圧縮強度

測定 

  

その他 

保安施設   

管理施設   

安全教育   

残土運搬   

資材置場   

排出ガス対策

型建設機械使

用状況 

  

その他   

 

 

 

舗装工 

（完了

後） 

 

 

コア抜取状況   

コア厚測定   

コア穴乾燥状況   

コア穴乳剤塗布

状況 

  

コア穴締固め状

況 

  

エアモル

タル充填

工 

 

エアモルタル

材料検査 

  

エアモルタル

充填配管状況 

  

エアモルタル

注入状況 

 

エアモルタル

充填完了状況 

 

エアモルタル

充填配管撤去

状況 

 

エアモル

タル充填

工 

（品質管

理 

湿潤密度測定   

空気量測定   

フロー値測定   

一軸圧縮強度

測定 

  

その他 

保安施設   

管理施設   

安全教育   

残土運搬   

資材置場   

排出ガス対策

型建設機械使

用状況 

  

その他   
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(2)  （略） 

(3)  撮影位置等の表示 

ア～エ （略） 

図6-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4)  寸法の表示 

ア～オ （略） 

ａ （略） 

 

図6-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)  （略） 

(3)  撮影位置等の表示 

ア～エ （略） 

図6-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)  寸法の表示 

ア～オ （略） 

ａ （略） 

 

図6-2 
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ｂ （略） 

 

図6-3(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6-3(2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ （略） 

 

図6-3(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6-3(2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



上水道配管工事標準仕様書 新旧対照表 

24 

改 訂 後 現   行 

 

ｃ （略） 

 

図6-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ （略） 

ｅ （略） 

 

図6-6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ （略） 

 

図6-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ （略） 

ｅ （略） 

 

図6-6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



上水道配管工事標準仕様書 新旧対照表 

25 

改 訂 後 現   行 

ｆ （略） 

 

図6-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｇ （略） 

 

図6-8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｈ （略） 

 

 

 

 

 

 

ｆ （略） 

 

図6-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｇ （略） 

 

図6-8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｈ （略） 
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(5)～(6) （略） 

 

6.3  整理・編集 

(1)  （略） 

(2)  工事写真の大きさ 

工事写真はL版（89mm×127mm）またはDSC版（89mm×119mm）を標準とするが、

特に監督員が必要と認めたときは、指定された大きさにすること。 

(3)  工事写真帳の整理・編集 

ア～イ （略） 

ウ 工事写真帳の提出については、デジタルカメラにより撮影した場合は、L 版

またはDSC版用紙に写真画質で印刷し、工事写真帳に差し込んで整理したもの、

又は、工事写真帳を電子媒体で作成しカラー印刷したものを電子媒体と一緒に

提出すること。 

電子媒体をカラー印刷して提出する場合は、カラープリンタをフルカラーと

し、解像度は、目的物及び黒板の文字等が確認できる範囲で適切な設定にする。

インク、用紙等は、通常の使用条件の下で３年程度、顕著な劣化が生じないこ

ととし、カラー印刷専用紙又は同等品以上を使用すること。 

提出する電子媒体はＣＤ－Ｒとし、記録画像ファイル形式は、ＪＰＥＧ形式

（非圧縮から圧縮率１／８まで）を原則とし、「青森県電子納品運用ガイドライ

ン」に準拠したウイルスチェックを行い提出すること。 

工種・規模により、特に監督員が承諾した場合はこの限りではない。 

エ～オ （略） 

(5)～(6) （略） 

 

6.3  整理・編集 

(1)  （略） 

(2)  工事写真の大きさ 

工事写真はL版（89mm×127mm）             を標準とするが、

特に監督員が必要と認めたときは、指定された大きさにすること。 

(3)  工事写真帳の整理・編集 

ア～イ （略） 

ウ 工事写真帳の提出については、デジタルカメラにより撮影した場合は、L版 

     用紙に写真画質で印刷し、工事写真帳に差し込んで整理したもの、

又は、工事写真帳を電子媒体で作成しカラー印刷したものを電子媒体と一緒に

提出すること。 

電子媒体をカラー印刷して提出する場合は、カラープリンタをフルカラーと

し、解像度は、目的物及び黒板の文字等が確認できる範囲で適切な設定にする。

インク、用紙等は、通常の使用条件の下で３年程度、顕著な劣化が生じないこ

ととし、カラー印刷専用紙又は同等品以上を使用すること。 

提出する電子媒体はＣＤ－Ｒとし、記録画像ファイル形式は、ＪＰＥＧ形式

（非圧縮から圧縮率１／８まで）を原則とし、「青森県電子納品運用ガイドライ

ン」に準拠したウイルスチェックを行い提出すること。 

工種・規模により、特に監督員が承諾した場合はこの限りではない。 

エ～オ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


